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扉葵沙己環境進逗重力汗了民3迄套糸各会請壷
(略称藤沢エコネット）
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主i･都市計画の見直し､都市農地の重視に i
なi・武田薬品研究所問題で裁判へ i事務
記i･自転車を快適に乗れるまちづくりを i
事i ･学習会､コープかながわの物流 i
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蕊 羅
ており、対策を講じていかなければ現在の社会を継続して営むことは難しくなる。持続可能

な低炭素社会作りと循環型社会の構築に取り組む必要がある」と述べている。

現在､国士交通省で都市計画法の抜本改正の作業が進められつつある。社会資本整備審議

会都市計画部会では､都市農地について､新鮮で安心な地産地消の農作物を提供してくれる

農業生産機能を中心に、自然とのふれあい、憩いの場、防災機能等の農地の多面的機能を、

都市が将来にわたり持続していくために有用なものとして､都市政策の面から積極的に評価

し､農地を含めた都市環境のあり方をより広い視点で検討していくべきであるとして､今ま

で、宅地転用向けに位置づけていた都市農地を維持へと大転換したのである。低炭素型のエ

コロジカルな都市「エコ・コンパクトシティ」を目指し、都市開発を抑制し、低未利用地の

農地への転換、再自然化をも積極的に推進するとしている。

これらの国の方針をいち早く先取りして､都市農地の維持と農業経営の持続を考え奨励金

制度を採っている自治体が県内にある。茅ヶ崎市では「遊水機能土地保全補助金」として、

水田など保水能力を持ち､浸水被害の防止に役立つ土地1000㎡当たり約5万円の奨励金

を出している。農家は、安心して稲作経営を続けられるといっている。横浜市では「水田保

全契約奨励事業｣で市民共有の貴重な人為的自然環境として水田を保全するため、10年間

水田の作付けの継続を条件に農家と契約を結び10アール当たり3万円の支援を行い､水田

面積の減少をくい止める｡現在､対象水田160ヘクタール中90ヘクタールの申出があり、

農家に歓迎されているということである。

このような制度は､都市環境と農業を維持するため所得保障対策を加味した画期的な政策

である。残念ながら、藤沢市では、この対策はまだであるという、藤沢市には、全国に先駆

けて、「農業緑地制度」を作り、国の生産緑地法制度へと発展させた経緯がある。

新総合計画に､環境維持の具体策を講じられることを期待するものである。 （諏訪謙司）
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